
 

『事業承継ガイドライン改訂へ 中小ＰＭＩの指針も策定』 
 

 「事業承継ガイドライン」が改訂される。２０１６年の改訂から約５年が経過する間、後継者不在率は依然

として高い水準であるなど中小企業の事業承継の取組は十分ではない。更に、新型コロナウイルス感 

染症の影響もあり、事業承継を後ろ倒しする中小企業も増加している。今回の改訂では、（１）事業承継

に関する基礎データの更新（２）各種支援策（予算・税制・法令等） の創設・改正状況の反映（３）実務慣

行の 変化、外部環境動向等による影響の反映」 を柱として策定される予定。 また、併せて中小ＰＭＩガ

イドライン（仮称）策定小委員会の設置が予定されている。中小企業において、Ｍ＆Ａ実施前における経

営状況や経営課題等の現状把握（見える化）、経営改善等（磨き上げ）、 

Ｍ＆Ａ実施後の経営統合（ＰＭＩ：Ｐｏｓｔ Ｍｅ ｒｇｅｒ Ｉｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ）が重要な課題

となっているが、ＰＭＩのための独 自の予算等のリソースが確保されていること

は少ない。また、Ｍ＆Ａ支援機関側での 共通認識が形成されておらず、支援事

業者も極めて少ない。小委員会は中小Ｍ＆Ａにおいて望まれるＰＭＩのあり方

及び進め方を示すべく、その指針を策定する。小規模案件でも取り組むべき最

低限の内容が規定される。いずれも今年度内に決定予定。  

 

 『社会保険未適用事業所への対策 令和２年度の取組状況公表』 

 
 日本年金機構では社会保険の適用を行わない事業所への対策を強化している。令和２年度におけ

る機構全体における加入指導による新規適用事業所数の目標は８．２万事業所だったが、コロナ禍でな

かなか訪問・呼出調査を行うことができない状況に も関わらず、最終的に９９，６８２事業所の適用を行う

など、当初の目標を上回る結 果となったことが明らかとなった。 社会保険未適用事業所への加入指導

は近年、対応が強化されてきた。不法に社会保 険料負担を逃れることで経費を削減したり、本来受けら

れる従業員の保障に不利益 を発生させたりなど、社会保険の未適用には問題が多い。 

機構では国税源泉徴収義務 者情報や雇用保険被保険者情報の活用によ

り、それらの未適用事業所に対して訪問調査、呼出・郵送調査などを通じて各

事業所 の実態を詳細に把握し、適用に向けての指導を行った。 同機構では

未適用事業所のさらなる解消に向けて令和２年度からの４年間で集中的 に

取り組む方針であり、従業員数５人以上または家族以外の従業員を雇用して

いるこ とが判明している法人事業所については、 すべて適用を目指すとして

いるほか、適用済みの事業所についても資格の得喪及び報酬関係の届出の

適正化を図るとしている。  
                             出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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